
ふるさと・きずな維持・再生支援事業運営委員会設置要綱 

 

 （趣旨）  

第 1 条 この要綱は、東日本大震災及びそれに引き続く原子力災害からの本県の

復興・再生に向け、高い運営力を有するＮＰＯ法人等を育成し、復興支援や被

災者支援等の促進を目的とする「ＮＰＯ等の「絆力（きずな力）」を活かした復

興・被災者支援事業」（以下「復興支援事業」という。）の適正かつ効果的な推

進を図るため設置する「ふるさと・きずな維持・再生支援事業運営委員会（以

下「運営委員会」という。）の組織の運営等に関し必要な事項を定めるものとす

る。  

 

 （所掌事務）  

第２条 運営委員会は、次の事項について所掌する。  

（１） 復興支援事業の実施に関する基本方針、事業計画及び成果目標の検討に

関すること。  

（２） ふるさと・きずな維持・再生支援事業（以下「きずな支援事業」という。）

の選定、復興・被災者支援を行うＮＰＯ等の絆力強化事業（以下「絆力強化

事業」という。）の受託団体の選定等に関すること。  

（３） きずな支援事業及び絆力強化事業の進捗状況の把握と評価に関すること。 

（４） きずな支援事業及び絆力強化事業の効果を高めるための検討及び助言指

導等に関すること。  

（５） きずな支援事業及び絆力強化事業に関する国への要請及び国からの要請

等への対応に関すること。  

（６） その他きずな支援事業及び絆力強化事業の実施に必要な事項に関するこ

と。  

 

 （組織）  

第３条 運営委員会は、別表に掲げる委員をもって構成する。  

２ 委員は、福島県企画調整部文化スポーツ局長が委嘱する。  

３ 委員の任期は、委員に就任した日の属する年度の末日までとする。ただし、

委員が辞任した場合、後任者が就任するまでは、なおその職務を行うものとし、

後任として就任した者の任期は、前任者の任期の残存期間とする。  

４ 運営委員会には、必要に応じて専門部会を置くことができる。  

５ 専門部会の組織及び所掌事務については、委員長が運営委員会に諮り、別に

定める。  



 

 （委員長及び副委員長）  

第４条 運営委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。  

２ 委員長は、会務を総理し、運営委員会を代表する。  

３ 副委員長は委員長を補佐し、委員長が不在のときは、副委員長がその職務を

代理する。  

 

 （会議）  

第５条 運営委員会は、委員長が招集する。ただし、初回の委員会については、

福島県企画調整部文化スポーツ局長が招集する。  

２ 運営委員会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。  

３ 運営委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委

員長の決するところによる。  

４ 委員は、やむを得ない事由により会議に出席できないときは、当該委員の所

属する組織、団体等に属する者を代理人として選任し、その職務を行うことが

出来る。この場合において、当該委員は、代理人の権限に関する委任状を会長

に提出しなければならない。  

５ 運営委員会が所掌する特定の事案につき特別の利害関係を有する委員は、そ

の議事の議決に参加することができないものとする。  

６ 委員長は、必要があると認めるときは、運営委員会に委員以外の者の出席を

求め、意見を聞くことができる。  

 

 （委員長の専決）  

第６条 運営委員会において決定すべき事項について、特に緊急を要するため運

営委員会を開催するいとまがないときは、委員長は、その決定すべき事項を専

決することができる。この場合において、委員長は、次に開催される運営委員

会にその内容を報告する。  

 

 （庶務）  

第７条 運営委員会の庶務は、福島県企画調整部文化スポーツ局文化振興課にお

いて処理する。  

 

 （補則）  

第８条 この要綱に定めるもののほか、運営委員会の運営に関し必要な事項は、

委員長が運営委員会に諮って定める。  



 

  附 則  

 この要綱は、平成２５年５月２４日から施行する。  

 この要綱は、平成２５年８月 １日から施行する。  

 この要綱は、平成２６年４月２４日から施行する。  

 この要綱は、平成２８年４月 １日から施行する。  

 

別表（第３条関係）  

１ 学識経験者                         １名  

 

２ 東北税理士会福島県支部連合会長の推薦する者         １名  

 

３ 一般社団法人中小企業診断協会長の推薦する者         １名  

 

４ 福島県経営者協会連合会長の推薦する者            １名  

 

５ 金融機関関係者                       １名  

  ただし、ＮＰＯ法人等向け融資等の実績を有する金融機関とする。  

 

６ 地域活動団体等の活動実践者等                ４名  

  ただし、社会福祉法人福島県社会福祉協議会長の推薦する者１名及び  

県内の中間支援組織の活動実践者とする。  

 

７ 福島県市長会長の推薦する者                 １名  

 

８ 福島県町村会長の推薦する者                 １名  

 

 （備考）  

    １ 「ＮＰＯ法人等」とは、特定非営利活動法人、ボランティア団体、公益法

人、社会福祉法人、学校法人、地縁組織（自治会、町内会等）、協同組合等の

民間非営利組織または当該ＮＰＯ法人等が主体となった協議体をいう。  

    ２ 中間支援組織とは、行政と地域の間にたって様々な活動を支援する組織で

あり、市民等の主体で設立された、ＮＰＯ法人等の支援や資源の仲介、政策

提言等を行う組織をいう。また、中間支援組織自らがＮＰＯ法人等である場

合も含む。  


